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議案第６６号 

令和７年度射水市一般会計補正予算（第２号） 

 

議案第６７号 

令和７年度射水市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第６８号 

令和７年度射水市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第６９号 

令和７年度射水市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第７０号 

令和７年度射水市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

議案第７１号 

令和７年度射水市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

 

　　以上６議案については、別途説明につき説明省略 
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議案第７２号 

　道の駅新湊条例の全部改正について 

　（説　明） 
　道の駅新湊等大規模改修工事に伴い、道の駅新湊の名称を改め、新たに「道の駅まるご

と射水」を設置するため、道の駅新湊条例（平成１７年射水市条例第１８２号）を全部改

正するもの。 
 
１　規定内容 
　　第１条　設置 
　　第２条　名称及び位置 
　　第３条　休館日 
　　第４条　開館時間 
　　第５条　行為の禁止 
　　第６条　損害賠償の義務 
　　第７条　指定管理者による管理 
　　第８条　指定管理者が行う業務の範囲 
　　第９条　指定管理者が行う管理の基準 
　　第１０条　委任 
２　施設名称について 
　(１)　経緯 
　　　市内小・中学生を対象に新名称を募集したところ、１，０９９件の応募があり、有

識者等で構成する新名称選考審査会の意見を踏まえ、新名称を「道の駅まるごと射水」

とするもの。 
　(２)　選考理由 
　　　「射水の多彩な魅力が詰まった道の駅・観光の玄関口として市内をまるごと楽しむ

きっかけを提供する道の駅」となる思いが込められた本名称が最もふさわしいと判断

したもの。 
３　施行期日 
　　令和７年１１月２１日 
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議案第７３号 

　射水市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正について 

　（説　明） 

　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代育

成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号）の施行に伴い、人事院

による柔軟な働き方を実現するための措置との権衡を踏まえ、仕事と育児を両立できる職

場環境を整備するため、本市条例について所要の改正を行うもの。 

 

１　改正内容 

　(１)　出生時両立支援制度等及び育児期両立支援制度等に係る規定の追加 

　　ア　任命権者は、妊娠等の申出をした職員に対し、仕事と育児の両立のための制度等

（出生時両立支援制度等）に係る周知及び当該職員の意向確認のための措置を講じ

なければならないこととするもの。 

　　イ　任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員に対し、仕事と育児との両立のた

めの制度等（育児期両立支援制度等）に係る周知及び当該職員の意向確認のための

措置を講じなければならないこととするもの。 

　(２)　その他規定の整備を行うもの（引用条項の改正等）。 

２　施行期日 
　　令和７年１０月１日 
 
 
議案第７４号 

　射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 
　（説　明） 
　地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）の

施行に伴い、本市条例について所要の改正を行うもの。 
 
１　改正内容 
　(１)　部分休業制度の拡充 
　　　職員が部分休業を取得する場合において、次のア又はイを選択できることとするも

の。 
　　ア　現行の部分休業（第１号部分休業）の取得について、１日の勤務時間のいずれの

時間においても取得できることとするもの。 
　　イ　１年につき７７時間３０分を超えない範囲内で、１時間を単位として取得できる

部分休業制度（第２号部分休業）を新設するもの。 
　(２)　その他規定の整備を行うもの（引用条項の改正等）。 
２　施行期日 
　　令和７年１０月１日 
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議案第７５号 

　射水市職員等の旅費に関する条例等の一部改正について 

　（説　明） 

　国家公務員等の旅費に関する法律の一部を改正する法律（令和６年法律第２２号。以下

「法」という。）の施行に伴い、本市条例について所要の改正を行うもの。 

　 

１　改正内容 

　　経済社会情勢の変化に対応するとともに、事務負担の軽減を図るための法改正の趣旨

に鑑み、本市職員等の旅費について次のように改正する。 

　(１)　出張の定義に､旅行命令権者が認める場合においては､住所､居所その他旅行命令権

者が認める場所を離れて旅行することを加えるもの（第２条）。 

　(２)　旅行者に対する旅費の支給に代えて、市が旅行代理店等の旅行役務提供者に対し、

当該金額を直接支払うことができることとするもの（第３条）。 

　(３)　旅行に要する実費を弁償するためのものとして､旅費の種類及び内容に係る規定を

改めるもの（第６条、第１０条から第１９条まで）。 

 現行 改正案

 種類 内容 種類 内容

 鉄道賃 
船賃 
航空賃

鉄道旅行（急行料金の距離

制限有り）、水路旅行、航空

旅行について実費支給

鉄道賃 
船賃 
航空賃

鉄道旅行における急行料金

の距離制限の廃止

 車賃 鉄道以外の陸路旅行につい

て実費又は定額で支給

その他の交通費 鉄道、船舶及び航空機以外を

利用する移動について実費

又は定額で支給

 宿泊料 定額により支給 宿泊費 上限付き実費支給に変更

 （新設） 包括宿泊費 いわゆるパック旅行で旅行

する場合に支給

 日当 昼食代を含む諸雑費、用務

地内の交通費に充てる旅費

宿泊手当 宿泊を伴う旅行に必要な諸

雑費（夕朝食代の掛かり増し

を含む）として定額支給

 食卓料 水路・航空旅行時に別途必

要となる夕朝食代

（廃止）

 移転料 引越し費用として定額支給 転居費 実費支給に変更

 着後手当 赴任に伴う住所等の移転に

対し定額支給（５夜分上限）

着後滞在費 赴任に伴う転居に必要な滞

在に対し実費支給（５夜分上

限）

 扶養親族移転料 家族移転費 扶養要件を廃止

 支度料 外国旅行の際の準備経費等 渡航雑費 支度料と旅行雑費を統合

 旅行雑費 旅券交付手数料、入出国税等

 日額旅費 長期間の研修等の場合に通

常の旅費に代えて支給

（廃止）
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２　施行期日 

　　令和８年４月１日 

３　関連条例 

　(１)　射水市議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

　(２)　射水市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 

　(３)　射水市証人等の実費弁償に関する条例 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
議案第７６号 

　射水市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部改正について 

　（説　明） 

　ひとり親家庭等医療費助成の所得判定期間及び適用期間を変更するため、本市条例につ

いて所要の改正を行うもの。 

 

１　改正内容 

　(１)　ひとり親家庭等医療費助成の対象者に係る所得判定期間及び助成の適用期間につ

いて、児童扶養手当の当該期間と統一し、１１月１日から１年間とするもの。 

　(２)　その他規定の整備を行うもの（字句の改正等）。 

２　施行期日 

　　令和７年１０月１日 
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議案第７７号 

　射水市水道事業給水条例及び射水市下水道条例の一部改正について 

　（説　明） 

　災害その他非常の場合における工事事業者等の確保のため、本市条例について所要の改

正を行うもの。 

 

１　改正内容 

　　災害その他非常の場合において、破損した給水装置及び排水設備等の早期復旧のため、 

他の市町村長等の指定を受けた事業者等が工事を行うことができることとするもの。 

２　施行期日 

　　条例公布の日 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

議案第７８号 

　高機能消防指令センター更新整備工事請負契約について 

　（説　明） 
　高機能消防指令センター更新整備工事について、次のとおり請負契約を締結したいので、

議会の議決を求めるもの（地方自治法第９６条第１項第５号、同法施行令第１２１条の２

の２第１項（別表第３）、射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関

する条例第２条）。 
 

 
 

 工事区分 契約金額 契約の方法 契約の相手方 工　　期

 電気通信

工事

445,500,000 円 

（うち消費税等 

40,500,000 円）

随意契約 愛知県名古屋市名東区猪高 
台一丁目 1315 番地 
株式会社富士通ゼネラル　 
中部情報通信ネットワーク 
営業部 
部長　小林　和宏

契約締結の日 

～ 

令和 8年 3月 31日
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議案第７９号　 
　令和６年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 
　（説　明） 

　　当年度純利益　　　　　　　　　　１８０，９０６，５８３円 …… (Ａ) 

　　前年度繰越利益剰余金　　　　　　　　　　８７０，３２３円 …… (Ｂ) 

　　その他未処分利益剰余金変動額　　３１１，０００，０００円 …… (Ｃ) 

　　当年度未処分利益剰余金　　　　　４９２，７７６，９０６円 …… (Ｄ) 

　　 （ (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) ） 

 

　　利益剰余金処分額【剰余金処分計算書（案）】 

　　　資本金　　　　　　　　　　　  ３１１，０００，０００円 

　　　減債積立金                    １８１，０００，０００円 

　　　　　計                        ４９２，０００，０００円 …… (Ｅ) 

 

　　この結果、翌年度へ繰り越す利益剰余金（ (Ｄ)－(Ｅ) ） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７７６，９０６円 

（剰余金の処分等＝地方公営企業法第３２条） 
 
 

 

議案第８０号　 

　令和６年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

　（説　明） 

　　当年度純利益　　　　　　　　　　１３９，７６０，２７８円 …… (Ａ) 

　　前年度繰越利益剰余金　　　　　　　　　　５８３，５８７円 …… (Ｂ) 

　　その他未処分利益剰余金変動額　　４６４，０８９，１２２円 …… (Ｃ) 

　　当年度未処分利益剰余金　　　　　６０４，４３２，９８７円 …… (Ｄ) 
（ (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) ） 

　　 

　　利益剰余金処分額【剰余金処分計算書（案）】 

　　　資本金　　　　　　　　　　　　４６４，０８９，１２２円 

減債積立金　　　　　　　　　　１４０，０００，０００円 

　　計　　　　　　　　　　　　６０４，０８９，１２２円 …… (Ｅ) 

 

この結果、翌年度へ繰り越す利益剰余金( (Ｄ)－(Ｅ) ) 

３４３，８６５円 

（剰余金の処分等＝地方公営企業法第３２条） 
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報告第１１号 

　専決処分の報告について 

　（説　明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において

指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する

もの。 

 

和解及び損害賠償額の決定 

 
 
 
 

 専決処分

番    号 専決処分年月日 専決処分の内容

 

２０ 令和７年６月１１日

１　和解及び損害賠償の内容 

　　　責任割合　　市　１００パーセント 

損害賠償額　市　２７３，４６０円 

２　和解及び損害賠償の相手方 

　　　射水市在住１名 

３　事由 

　　　除雪車による物損事故 

　　　　発生日　令和７年１月１０日 

　　　　場　所　射水市七美地内

 

２１ 令和７年６月２５日

１　和解及び損害賠償の内容 
　　　責任割合　　市　　　７０パーセント 
　　　　　　　　　相手方　３０パーセント 
　　　損害賠償額　市　　　６，０５５円 
　　　　　　　　　相手方　２，５９５円 
２　和解及び損害賠償の相手方 
　　　射水市在住１名 
３　事由 
　　　市道舗装穴による車両破損事故 
　　　　発生日　令和７年１月３１日 
　　　　場　所　射水市青井谷地内

 

２２ 令和７年７月４日

１　和解及び損害賠償の内容 

　　　責任割合　　市　１００パーセント 

損害賠償額　市　１０７，６９０円 

２　和解及び損害賠償の相手方 

　　　射水市在住１名 

３　事由 

　　　消防用ホースによる車両破損事故 

　　　　発生日　令和７年５月３０日 

　　　　場　所　射水市本江地内
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報告第１２号 

　令和６年度射水市健全化判断比率の報告について 

　（説　明）　 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の

規定により、令和６年度決算に基づく射水市の健全化判断比率を監査委員の意見を付けて、

議会に報告するもの。 

 
健全化判断比率 

（単位：％） 

　備考 
１　実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担

比率が算定されない場合は、「－」を記載 
２　括弧内は、本市の早期健全化基準　 

　 
 
 

報告第１３号 

　令和６年度射水市資金不足比率の報告について 

　（説　明） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和６年度決算に基づく射水市水道事業会計、射水市下水道事業会計及び

射水市病院事業会計の資金不足比率を監査委員の意見を付けて、議会に報告するもの。 

 
資金不足比率 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％） 

備考　上記、いずれの会計も経営健全化基準は、２０．０％ 

 
実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

 
― 

（１１．９８）

― 

（１６．９８）

８．５ 

（２５．０）

５８．９ 

（３５０．０）

 特別会計の名称 資金不足比率

 水道事業会計 資金不足額なし

 下水道事業会計 資金不足額なし

 病院事業会計 資金不足額なし



10

報告第１４号 

　令和６年度射水市継続費精算報告について（一般会計） 

　（説　明） 
　衛生センター整備費（令和５年度から令和６年度までの２か年度）を継続事業として施行

してきたが、当該継続年度が終了したので、議会に精算報告するもの（地方自治法施行令第

１４５条第２項）。 

 
　衛生センター整備費 

事 業 費　　　　　　１，１４０，９４４，０００円 
支出済額　　　　　　１，１３１，１７４，０００円 
不 用 額　　　　　　　　　　９，７７０，０００円 

 
支出済額の内訳 

 
継続費設定・変更可決の日 

　　継続費設定可決の日　令和５年３月１７日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 工　事　区　分 支　出　済　額（円） 契約の相手方

 
射水市衛生センター 
基幹的設備改良工事

１，１１２，１００，０００
株式会社クリタス 
代表取締役　鎌田　裕久

 射水市衛生センター 
基幹的設備改良工事 
設計施工監理業務委託

１９，０７４，０００

株式会社中部設計 
射水営業所 
所長　荒木　甫

 
合　　　　　計 １，１３１，１７４，０００
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認定第 １ 号 

令和６年度射水市一般会計歳入歳出決算認定について 

 
認定第 ２ 号 

令和６年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
認定第 ３ 号 

令和６年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ４ 号 

令和６年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
（以上４件の認定について一括説明） 

（決算＝地方自治法第２３３条） 
　　

 

備考 
　一般会計の収支差引残額 1,540,735,062 円には、継続費に係る繰越財源 65,125,800 円、繰越明許

費に係る繰越財源 540,296,073 円及び事故繰越しに係る繰越財源 96,600 円を含むので、実質収支額

は 935,216,589 円となる。 
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認定第 ５ 号　 

令和６年度射水市水道事業会計決算認定について 

　（説　明） 

当年度水道事業収益　　　　　１，９９７，９６８，２５５円 …… (Ａ) 

当年度水道事業費用　　　　　１，８１７，０６１，６７２円 …… (Ｂ) 

差引当年度純利益　　　　　　　　１８０，９０６，５８３円 

 （ (Ａ)―(Ｂ) ） 

（決算＝地方公営企業法第３０条） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定第 ６ 号　 

令和６年度射水市下水道事業会計決算認定について 

　（説　明） 

　　当年度下水道事業収益　　　３，６８５，０３６，０３２円 …… (Ａ) 

　　当年度下水道事業費用　　　３，５４５，２７５，７５４円 …… (Ｂ) 

　　差引当年度純利益　　　　　　　１３９，７６０，２７８円 

　　 （ (Ａ)－(Ｂ) ） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（決算＝地方公営企業法第３０条） 
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認定第 ７ 号 

　令和６年度射水市病院事業会計決算認定について　　 

　（説　明） 

　　当年度病院事業収益　　　　３，９７８，２２８，７２８円 

　　当年度病院事業費用　　　　４，２２０，９８３，４００円 

　　差引当年度純損失　　　　　　　２４２，７５４，６７２円 

　　当年度未処理欠損金　　　　　　９３９，２２６，６７０円 …… (Ａ) 

 

　　欠損金処理額【欠損金処理計算書】 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円 …… (Ｂ) 

　　　この結果、翌年度へ繰り越す欠損金（ (Ａ)－(Ｂ) ） 

         　　　　　　　　　　　 ９３９，２２６，６７０円 

　　　　　　　　　　　　　　　　（決算＝地方公営企業法第３０条） 

 


